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３ 設計共同体としての資格及び審査 次に掲げ
る条件を満たさない設計共同体については、設
計共同体としての資格がないと認定する。それ
以外の設計共同体については、「競争参加者の資
格に関する公示」（平成22年10月１日付官報（政
府調達第020号）公示）６の\から_までに掲
げる項目について総合点数を付与して設計共同
体としての資格があると認定する。
\ 組合せ 構成員の組合せは、次の条件に該
当する者の組合せとするものとする。
{ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第
95号）第331条及び第332条の規定に該当す
る者でないこと。

| 当機構関東地区（対象都道府県は東京都、
千葉、神奈川、埼玉、茨城、栃木、山梨、
長野、新潟、群馬、青森、岩手、宮城、秋
田、山形、福島の各県及び北海道）におけ
る平成23・24年度測量・土質調査・建設コ
ンサルタント等業務に係る競争参加資格に
ついて、業種区分が「調査」、「土木設計」
及び「補償」のいずれかの認定を受けてい
ること（会社更生法（平成14年法律第154

号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ
れている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者については、手続開始の
決定後、総務人事等担当理事が別に定める
手続に基づく競争参加資格の再認定を受け
ていること。）。

} 参加表明書の提出期限の日から開札の時
までの期間に、当機構から本業務の履行場
所を含む区域を措置対象区域とする指名停
止の措置を受けていないこと。

~ 参加表明書の提出期限の日から開札の時
までの期間に、山田町から指名停止の措置
を受けていない者であること。

� 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支
配する者若しくはこれに準ずる者でないこ
と。

] 業務形態
{ 構成員の業務分担が、業務の内容により、
山田町織笠地区換地設計その他業務設計共
同体協定書において明らかであること。

| 一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことについて、山田町織
笠地区換地設計その他業務設計共同体協定
書において明らかであること。

^ 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、山田町織笠地区換地設計その他業務
設計共同体協定書において明らかであるこ
と。

_ 設計共同体の協定書 設計共同体の協定書
が、「山田町織笠地区換地設計その他業務設計
共同体協定書」によるものであること。

４ 競争参加資格の認定を受けていない者を構成
員に含む設計共同体の取扱い ３\|の認定を
受けていない者を構成員に含む設計共同体も２
により申請をすることができる。この場合にお
いて、設計共同体としての資格が認定されるた
めには、３\|の認定を受けていない構成員が
３\|の認定を受けることが必要である。また、
この場合において、３\|の認定を受けていな
い構成員が、当該業務に係る技術提案書の提出
の時までに３\|の認定を受けていないとき
は、設計共同体としての資格がないと認定する。

５ 資格審査結果の通知 「競争参加資格認定通
知書」により通知する。
６ 資格の有効期間 ５の設計共同体としての資
格の有効期間は、設計共同体としての資格の認
定日から当該業務が完了する日までとする。た
だし、当該業務に係る契約の相手方以外の者に
あっては、当該業務に係る契約が締結される日
までとする。
７ その他 設計共同体の名称は「山田町織笠地
区換地設計その他業務 ¾ ¾・××設計共同体」
（注 ¾ ¾・××は構成員の名称）とする。

競争参加者の資格に関する公示

気仙沼市鹿折地区換地設計その他業務に係る設
計共同体としての競争参加者の資格（以下「設計
共同体としての資格」という。）を得ようとする者
の申請方法等について、次のとおり公示します。
平成 25年２月 18日

独立行政法人都市再生機構
震災復興推進役 小山 潤二

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 04

〇第５号
１ 業務概要
\ 業務名 気仙沼市鹿折地区換地設計その他
業務（協定型一括入札）

] 業務内容
本業務は、気仙沼市の復興計画に基づき施
行される鹿折地区土地区画整理事業に関し
て、地域条件や権利者意向を踏まえ、換地設
計等の区画整理関連業務及び補償関連業務を
一体的に行うものである。主な業務内容は以
下のとおりである。
・区画整理関連業務
・補償関連業務

２ 申請の方法
\ 申請書の入手方法
「競争参加資格審査申請書」（以下「申請書」
という。）は、平成25年２月18日から気仙沼市
鹿折地区換地設計その他業務において設計共
同体としての資格を得ようとする者に、当機
構ホームページからのダウンロードにより交
付する。

] 申請書の提出方法
申請者は、申請書に気仙沼市鹿折地区換地
設計その他業務設計共同体協定書（３_の条
件を満たすものに限る。）の写しを添付し、持
参又は郵送（書留郵便に限る。）により提出す
ること。
{ 提出期限 平成25年３月１日（金）午後
５時

| 提出場所 〒983`0852 宮城県仙台市宮
城野区榴岡四丁目６番１号 東武仙台第１
ビル７階 独立行政法人都市再生機構宮
城・福島震災復興支援局 計画調整第１
チーム 電話022`355`4556

^ 申請書等の作成に用いる言語
申請書及び添付書類は、日本語で作成する
こと。

] 業務形態
{ 構成員の業務分担が、業務の内容により、
気仙沼市鹿折地区換地設計その他業務設計
共同体協定書において明らかであること。

| 一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことについて、気仙沼市
鹿折地区換地設計その他業務設計共同体協
定書において明らかであること。

^ 代表者要件
構成員において決定された代表者が、気仙
沼市鹿折地区換地設計その他業務設計共同体
協定書において明らかであること。

_ 設計共同体の協定書
設計共同体の協定書が、気仙沼市鹿折地区
換地設計その他業務設計共同体協定書による
ものであること。

３ 設計共同体としての資格及び審査
次に掲げる条件を満たさない設計共同体につ
いては、設計共同体としての資格がないと認定
する。それ以外の設計共同体については、「競争
参加者の資格に関する公示」（平成22年10月１日
付官報（政府調達第020号）公示）６の\から
_までに掲げる項目について総合点数を付与し
て設計共同体としての資格があると認定する。
\ 組合せ
構成員の組合せは、次の条件に該当する者
の組合せとするものとする。
{ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年独立行政法人都市再生機構達第
95号）第331条及び第332条の規定に該当す
る者でないこと。

| 当機構関東地区（対象都道府県は東京都、
千葉、神奈川、埼玉、茨城、栃木、山梨、
長野、新潟、群馬、青森、岩手、宮城、秋
田、山形、福島の各県及び北海道）におけ
る平成23・24年度測量・土質調査・建設コ
ンサルタント等業務に係る競争参加資格に
ついて、業種区分が「調査」、「土木設計」
及び「補償」のいずれかの認定を受けてい
ること（会社更生法（平成14年法律第154

号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ
れている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者については、手続開始の
決定後、総務人事等担当理事が別に定める
手続に基づく競争参加資格の再認定を受け
ていること。）。

} 参加表明書の提出期限の日から開札の時
までの期間に、当機構から本業務の履行場
所を含む区域を措置対象区域とする指名停
止の措置を受けていないこと。

~ 参加表明書の提出期限の日から開札の時
までの期間に、気仙沼市から指名停止の措
置を受けていない者であること。

� 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支
配する者若しくはこれに準ずる者でないこ
と。
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